
Ⅰ 事 業 報 告 書 

 

１．法人の状況に関する重要な事項 

 

（１）契約数量 

 
   当初契約数量は７，０９０，６６４ﾄﾝ、契約戸数は２８，８２７戸（前年比９１，９２４ﾄﾝ増、    

１０１．３％）であった。 

 

  年度途中に１２,９１８ﾄﾝの解約・数量変更および、下期の基金間移動として転入６２戸３１,６３       

６ﾄﾝ、転出８７戸１９,８１３㌧があり、最終契約数量は７,０８９,５７０ﾄﾝ（対前年比１０１．６ 

％）となった。 

 

（２）通常補てん積立金 

 

ﾄﾝ当たりの積立単価は１，８００円で、負担区分は１号会員９００円（基本分３００円、積増分 

６００円）、２号会員および指定飼料会社３００円、加入生産者６００円であった。 

年間積立金額は１２，７６１百万円となった。 

 

 

(３）異常補てん積立金 

国が平成２３・２４年度に、(公社)配合飼料供給安定機構（以下「機構」という。）に交付した２ 

４５億円と同額を、機構と交付契約を締結している配合飼料価格安定基金の契約数量比率で按分し、 

２４～２７年度にかけて積み立てる事とされており、当基金は２５年度に１,８０１百万円を契約会 

員から徴収し、機構に納付した。 

 

(４）価格差補てん金等の交付 

   通常補てん金１０，９０８百万円を契約会員に交付した。 

機構から異常補てん金３，３１２百万円の交付を受け、契約会員に交付した。 

第２四半期に通常補てん財源が枯渇したため、国の配合飼料価格高騰緊急支援特別交付事業によ 

り、機構から補助金２，０６４百万円の交付を受け、契約会員に交付した。 

 ア．補てん金単価 

第１四半期  ５，８００円／ﾄﾝ（通常：３，７３８円／ﾄﾝ、異常：２，０６２円／ﾄﾝ） 

第２四半期  ２，４００円／ﾄﾝ（通常：２，４００円／㌧、異常：なし） 

          （特別交付金：１，３２５円／㌧） 

第３四半期    ７００円／ﾄﾝ（通常：  ７００円／ﾄﾝ、異常：なし） 

イ．当期補てん金交付額の内訳 

          通常補てん金     異常補てん金     特別交付金   補てん率 

第１四半期   ６，００２百万円  ３，３１２百万円         ０    ９０．９％ 

第２四半期   ３, ７３９百万円       ０      ２，０６４百万円 ８９．９％    

第３四半期   １，１６７百万円         ０             ０     ９１．０％ 

合  計   １０，９０８百万円  ３，３１２百万円   ２，０６４百万円   ９０．６％ 



(５）新規借入金および返済の状況 

 ア．第１四半期および第２四半期に補てん財源が枯渇したため、機構と通常補てん財源借入契約を締   

結し、３，８５０百万円を借入れた。 

 イ．第４四半期に補てん財源を強化するため、機構と通常補てん財源強化事業借入契約を締結し、２ 

，４６５百万円を借入れた。 

 ウ．機構に、平成２６年度上期の返済予定金額を繰上げ償還し、当初予定金額と合わせ７，３９４百 

万円を返済した。    

             当年度の借入・返済実績表           (単位：億円) 

借入年度 事業名 財源 借入金額 期首借入残 新規借入 返済額 期末借入残 

Ｈ19・20 通常補てん財

源貸付事業 

市中銀行 246.5 98.5   73.9 24.6 

              

Ｈ20 通常補てん財

源支援事業 

農畜産業

振興機構 

81.1 81.1   0.0 81.1 

            

Ｈ24 安定機構貸付

事業 

配合飼料

安定機構 

84.9 84.9   0.0 84.9 

            

Ｈ25 通常補てん財

源貸付事業 

市中銀行 38.5 0.0 38.5 0.0 38.5 

              

Ｈ25 通常補てん財

源強化事業 

農畜産業

振興機構 

24.6 0.0 24.6 0.0 24.6 

            

  合計   475.7 264.6 63.1 73.9 253.8 

エ．なお、償還計画の見直しが行われ、安定機構貸付事業を平成２８～３１年度、通常補てん財源支 

 援事業を３２～３５年度に償還（当初計画ではともに２８～３０年度に償還）し、毎年度の償還額 

は原則として当該年度の通常補てん積立金の２割とすることとなった。 

 

（６）借入金による補てん金の返還 

   １８戸の経営者に対して、借入金による補てん金の返還を求め、１３戸の経営者から６，４８６ 

千円の返還を受けた。 

未返納者とは２６年度の契約に応じていない。 

 

(７) 補てん金の返戻 

   前年度以前に交付した通常補てん金１２９千円、異常補てん金２７千円の返戻を受け、異常補てん 

  金は機構に返納した。 

 

（８）一般社団法人への移行 

「一般社団法人及び一般財団に関する法律」にもとづき、定款および諸規程の変更・追加を実施 

した。 



移行法人は、大規模一般社団法人に該当する（貸借対照表の負債の合計額が２００億円以上）た 

め、公認会計士日比野常二を会計監査人に選任した。 

平成２６年３月１９日に移行認可を受け、４月１日にこれまでの社団法人を解散し、一般社団法 

人として設立登記することとなった。 

 

（９）業務方法書の一部変更 

    

  平成１８年度～２０年度および２４年度～２５年度の輸入原料価格の高騰により、通常基金・異   

常基金ともに補てん財源が枯渇する事態となり、配合飼料価格安定制度の抜本的な見直しが必要と 

なった。 

このため、２６年３月１２日の第８３回臨時総会において業務方法書を一部変更し、農水省と機 

構に対して通常補てん発動基準の変更を申請し、承認された。 

  

    


